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Ｑ
２　
個
人
が
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
に
出
資
し
た

場
合
の
優
遇
税
制
が
使
い
や
す
く
な
る

と
い
う
こ
と
で
す
が
、
ど
の
よ
う
に
な

り
ま
す
か
。

Ａ　
現
在
、
創
業
か
ら
間
も
な
い
ベ
ン
チ
ャ
ー

企
業
に
個
人
が
出
資
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
株

式
投
資
額
を
、
所
得
控
除
ま
た
は
株
式
譲
渡
益

か
ら
の
控
除
に
よ
り
減
税
が
受
け
ら
れ
る
「
エ

ン
ジ
ェ
ル
税
制
」
と
い
う
制
度
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
制
度
を
拡
充
し
、投
資
先
企
業
の
要
件
を
、

「
設
立
３
年
未
満
」

か
ら「
５
年
未
満
」

の
中
小
企
業
へ
と

緩
和
し
ま
す
。

　

ま
た
、
新
た
に

株
式
投
資
型
ク
ラ

ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ

ン
グ
事
業
者
を
通

じ
た
投
資
も
対
象

に
加
わ
る
た
め
、

個
人
か
ら
ベ
ン

チ
ャ
ー
企
業
へ
の

投
資
が
し
や
す
く

な
り
ま
す
。

（
図
２
）

Ｑ
３　
５
G
投
資
促
進
税
制
が
創
設
さ
れ
る
と
聞

き
ま
し
た
。
ど
の
よ
う
な
内
容
で
す
か
。

Ａ　
５
G
は
携
帯
電
話
な
ど
の
通
信
に
用
い
ら

れ
る
次
世
代
通
信
規
格
で
す
が
、
工
場
や
建
設

現
場
、
小
売
な
ど
幅
広
い
産
業
で
活
用
で
き
る

技
術
で
す
。
ロ
ー
カ
ル
５
G
と
は
、
地
域
の
企

業
が
５
G
免
許
を
取
得
し
て
、
自
ら
の
敷
地
内

に
自
営
の
５
G
設
備
を
整
備
す
れ
ば
、
個
別
に

運
用
・
利
用
で
き
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
す
。
活

用
法
と
し
て
期
待
さ
れ
る
の
は
、
自
動
化
さ
れ

た
ス
マ
ー
ト
工
場
や
建
設
現
場
で
の
建
機
遠
隔

制
御
、
小
売
店
の
商
品
管
理
・
電
子
決
済
な
ど

で
す
。
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
ロ
ー
カ
ル
５
G

事
業
者
が
整
備
す
る
無
線
設
備
な
ど
の
５
G
設

備
に
つ
い
て
、
特
別
償
却
（
30
％
）
ま
た
は
税

額
控
除
（
15
％
）
が
認
め
ら
れ
ま
す
。（
図
３
）

Ｑ
４　
消
費
税
の
申
告
期
限
の
延
長
が
創
設
さ
れ

る
そ
う
で
す
ね
。

Ａ　
法
人
税
の
申
告
で
は
、
会
計
監
査
人
の
監

査
を
受
け
る
等
の
理
由
か
ら
、
申
告
期
限
の
延

長
を
受
け
ら
れ
ま
す
が
、
消
費
税
の
申
告
で
は

申
告
期
限
の
延
長
と
い
う
制
度
は
あ
り
ま
せ
ん

で
し
た
。
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
消
費
税
に
お

い
て
も
法
人
税
と
同
様
に
申
告
期
限
の
１
カ
月

の
延
長
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

誌上相談室 Q＆A　令和２年度の税制改正では、中小
企業が、消費税軽減税率対応や最低
賃金引き上げ、時間外労働規制など、
乗り越えるべき課題が山積みする中
で、ベンチャー企業への投資を促進
する税制措置の創設をはじめ、エン
ジェル税制の要件緩和など、生産性
向上へ向けた取り組みを促進し、経
済成長を後押しする内容となってい
ます。
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令和２年度
税制改正のポイント

Ｑ
１　
法
人
が
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
に
出
資
し
た

場
合
に
所
得
控
除
が
受
け
ら
れ
る
制
度

が
創
設
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
で
す
が
、

ど
の
よ
う
な
内
容
で
す
か
。

Ａ　
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
（
自
社
と
他

社
や
研
究
機
関
と
い
っ
た
外
部
と
の
境
界
を
越

え
て
、
知
識
や
情
報
を
活
用
し
、
技
術
革
新
を

目
指
す
取
り
組
み
）
を
促
進
す
る
た
め
、
国
内

事
業
会
社
が
一
定
の
条
件
で
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業

に
出
資
す
る
場
合
に
、
そ
の
出
資
額
の
25
％
を

所
得
控
除
で
き
る
制
度
で
す
。

　
具
体
的
に
は
、
国
内
事
業
会
社
が
行
う
１
件

当
た
り
１
億
円
以
上
の
出
資
と
、
中
小
企
業
が

行
う
１
０
０
０
万
円
以
上
の
出
資
が
対
象
で
、

５
年
間
株
式
を
保
有
す
る
こ
と
な
ど
一
定
の
要

件
が
あ
り
ま
す
。（
図
１
）

図1　オープンイノベーションを促進するための税制措置の創出

図2　エンジェル税制の拡充

〈出資を行う企業要件〉
①国内事業会社 又は
②国内事業会社によるCVC（※）
※事業会社又はその子会社が運営し、持
ち分の過半数以上を所有するファンド等

〈行為要件〉
①１件あたり1億円以上の大規模出資／中小企業からの出資は1,000万円以上
　（海外ベンチャー企業への出資は５億円以上）
②株主間の株式売買ではなく、ベンチャー企業に新たに資金が供給される出資
　（発行済株式の取得は対象外）
③１件あたり25億円かつ１社あたり年間125億円が所得控除上限
④一定期間（５年間）の株式保有

〈出資を受けるベンチャー企業要件〉
①新規性 ・成長性のある設立後10年未満の未上場
　ベンチャー企業 （新設除く）
②出資を行う企業又は他の企業グループに属さない
　ベンチャー企業

事業会社等

25％所得控除

出資
一定のベンチャー企業

認定クラウドファンディグ
事業者を通じた投資の
利便性が向上

 ・優遇措置Aの対象企業要件を
　「３年未満」
　⇒「５年未満」に拡充

個人

投資 ベンチャー企業

図３　５G投資促進税制の創設

対象事業者 対象設備 税額
控除

特別
償却

全国キャリア 無線設備  等 15％ 30％

ローカル
５Ｇ免許人

無線設備
交換設備

伝送路設備  等
15％ 30％

【固定資産税】（ローカル５G事業者に限る）
・３年間、課税標準を１/２とする

課税の特例内容
【法人税・所得税】


